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防災関連調査研究の戦略的推進ＷＧのための資料	
 

和田	
 章	
 

東京工業大学	
 名誉教授	
 

１）極めて稀にしか起きないが、起きると悲劇的な災害を生む自然の猛威への対処	
 

次に示す４つの段階で対処するのが良いと考える。	
 

（１）	
 Location	
 

国土計画、交通網、産業配置、都市計画、地域計画、過度の集中を避け、適

切な分散をはかる。過疎地域は適度に集中させる。居住地は津波の襲う場所

を避け、崖池を避けるなどの対策を徹底させる。ただし、日々の生業を壊す

ような取り組みは避けるべきである。	
 

（２）	
 Structures	
 

土木構造物、建築物、インフラストラクチャ、ライフラインを丈夫に作る。	
 

一般の住宅から公共建築、企業の建築などを丈夫に作ることが基本である。	
 

津波や火災に弱い木造の建設場所を適切に考える。	
 

（３）	
 Operations	
 

地球物理の研究、地震のメカニズムの研究、津波予測技術、地震早期伝達シ

ステムの充実、水、食料、エネルギー、トイレの１０日分ほどの確保、避難

訓練、避難標識の充実、避難しなくても良い十分安全な建築物の構築など、

大災害時には自家用車を使わせないなど、多くの対策がある。	
 

（４）	
 Risk	
 Transfer	
 

失うものを補える仕組みを作らねばならない。大都市の災害は保険では補い

きれない。国家予算で補う方法が行き過ぎると、市民を甘やかせることにな

り、事前対策が進みにくくなる問題がある。全国に工場を複数持つなどによ

り、企業活動が継続できるように工夫するなど、いろいろな危険分散の対策

がある。	
 

２）日本学術会議を要にした３０学協会の連携	
 

「日本学術会議・東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会」	
 

http://janet-dr.com/	
 

	
 明治維新のあと、１８７９年に東京帝国大学の工学部の土木・建築・機械・電気・冶

金などの教授らが日本工学会を設立し、その後、日本建築学会、土木学会のように、日

本工学会から独立して今に至っている。日本建築学会は来年で１３０周年、土木学会は
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昨年１００周年を迎えた。土木学会は総合工学の重要性を重んじ、最後まで日本工学会

に残っていたと言われている。	
 

	
 明治の初期のように学問が分化する前は、工学の分野には多くの共通部分があり、交

流も盛んであった。年月が経ち、それぞれ研究内容が深くなり、専門分野は細かく分か

れ、研究者同士の交流は途絶え、ここで育つ研究者や技術者は徐々に視野が狭くなって

きた。世代が新しくなるにつれ分化は進み研究は掘り下げられていく。明治からほぼ１

５０年が過ぎたが、欧米でも同じことが起きていると思われる。各人は自分の専門分野

には責任を持つが、ほかの分野への関心が薄くなっていく。一方で対象としている理工

学の分野はますます複雑になり、他の分野との交流がなければより良い仕組みや社会は

作れなくなっている。環境の問題、経済の問題、人々の心や体の問題まで考えるべきこ

との範囲は広がっている。	
 

	
 自然や神は全てを知り尽くし抜け目はなく、自然の猛威は人間のいたらなさ、作った

ものに残る不完全な隙間を狙って襲い、我々の社会を破壊し大災害を起こす。	
 

	
 上に述べた学術分野の縦割りの弊害は以前から指摘されていたが、東日本大震災によ

り多くの尊い命を失い、築き上げた町や都市が流され、原子力発電所の爆発を起こした

こと、これらは工学を進めてきた我々全員の大きな責任だと考えている。	
 

	
 これらの反省に立ち、日本学術会議では主に工学に関連する３０の学協会、中には理

学の地震学、地方経済、集団災害医学などの学会も参加して、学問や研究の垣根を超え

た連携を取ろうと努力している。	
 

	
 この趣旨で集まった「日本学術会議・東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会」

は２０１１年春に形成され、日本学術会議において昨年末までに１０回のシンポジウム

を行ってきた。２０１２年５月には共同声明を発し、国土交通省大臣、文部科学省副大

臣、復興大臣に手交した。２０１４年１１月には２０１５年３月に仙台で開催される国

連防災世界会議に向けて、我々の受けた震災の経験を国際的に展開する重要性を訴える

英文共同声明を発した。２０１５年１月に東京大学にて開催された「防災・減災に関す

る国際研究のための東京会議」において、幹事の一人の米田雅子（慶應義塾大学教授）

が初日の講演で発表した。３月中旬に仙台で開催される国連防災世界会議でもポスター

展示を行い、１１月末から開催される世界工学会議においても発表する。	
 

	
 

	
 これに関わる記事を添付しますので、ぜひ見ていただければと思います。	
 

・	
 自然災害からの知見活用へー３０学会連携ー	
 	
 月刊公明誌（米田雅子執筆）	
 

・	
 ２０１２年５月に発表した共同声明（和文）	
 	
 日本学術会議３０学協会連携	
 

・	
 ２０１４年１１月に発表した共同声明（英文）	
 日本学術会議３０学協会連携	
 

・	
 ２０１６年１月発足の学協会連携の仕組	
 	
 	
 	
 防災学術連携体（概要紹介）	
 

	
 

	
 



３）防災に関わる研究の総合化と融合化	
 

	
 上記に述べたように、防災・減災に関わる研究を有意義なものにするためには、それ

ぞれの分野で掘り下げた研究を進化させるだけでなく、研究者の視野を広げる努力や異

なる分野をつなぐ総合的かつ融合的な研究を推進する必要がある。科学研究費の細目表

の中に「複合新領域—社会・安全システム科学—自然災害科学」が用意されているが、理

学・工学・社会学・経済学・医学などを含んだ大きな細目をさらに追加して、分野を超

えた多くの研究課題が応募され、積極的に総合的・融合的な研究が進むことを期待する。	
 

	
 現状は、若手研究者の研究が蛸壺化していることに問題がある。任期付のポストが多

く、論文数などで評価されるため、研究は総合化されにくく、現場から離れてしまいや

すい。中堅から若手の研究者が現場に行き、風土や災害を理解し、市民や行政と交流す

ることも重要である。このような活動を業績として評価する必要がある。	
 

	
 日本に限らず、欧米でも防災・減災に関わる多くの研究が行われている。しかし、こ

れらの中には、趣旨のはっきりしない研究、無駄な研究、研究成果の誇張した発表など

問題が多いと感じる。研究成果が実際に使われないと嘆く研究者は多いが、すべての研

究に応えるほど、社会や行政には余力はない。	
 

	
 社会を動かし、その活動が将来の防災・減災に役立つ説得力のある筋の良い研究を進

めねばならない。すぐれた研究成果は社会に受け入れられていることも忘れてはならな

い。	
 

	
 

４）建築物の耐震構造に関する研究	
 

	
 日本では１８９１年の濃尾地震による災害が耐震工学の始まりと言え、当時丸の内に

建設されていたロンドン風のレンガ構造にもこの知見が生かされている。世界的には米

国で１９０６年にサンフランシスコ地震があり、１９０８年にシシリー島でメッシーナ

大震災が起き、イタリアの物理学者が耐震設計の研究を始めたことが、耐震設計技術の

ルーツと言われる。１００年以上が過ぎたが、近年の阪神地震、中越沖地震、東日本大

震災などの日本の震災だけでなく、スマトラ地震、四川地震、ハイチ地震など２１世紀

になっても大震災が起きている。	
 

	
 日本の場合、都市はますます高機能かつ過密化し、過疎地はますます元気をなくし、

十分な耐震性のない建築物は日本の各地にあり、燃えやすい木造住宅も多く存在し、首

都直下の地震では多くの人々の命が奪われ１００兆円に近い被害が生じると言われて

いる。南海トラフの地震に対する備えも、揺れだけでなく大津波が沿岸地域をすぐに襲

うこともあり、心配は絶えない。	
 

	
 これらの災害は、津波の来ない適切な建設地を選び、建築物や土木構造物の耐震性能

を向上させれば、明らかに減じることができます。しかし、まちや都市は長年の歴史や

蓄積の上に構築されており、建てられた建築物は長く使われるため、一朝一夕に都市を

移動し、構造物を改善することができない難しさがある。	
 



	
 

	
 この中で、我が国の法律が規定している耐震設計基準は最低基準であり、３０年に一

度襲うような中小地震にはほとんど無損傷を目指し、続けて使えるようにしているが、

数百年に一度のような大地震を受けた場合、建物の倒壊を防止すれば良いとされ、建築

物に多くのひびが入り、傾くことが許容されている。取り壊しも覚悟しているのが現状

である。これでは、大地震後に都市機能の維持は難しいと言える。法律としての耐震基

準が最低基準しか示せない理由は、日本国憲法第２９条に「財産権は、これを侵しては

ならない。」GHQ の素案では「0wnership	
 of	
 property	
 imposes	
 obligations.」にある

ように、国は個人の財産である建築物に過剰な強さを要求することはできないと言われ

ている。換言すると、残りの人生が２０年・３０年の個人に向かって、数百年に一度襲

ってくるような大地震に対して無傷の建築物を建てるべきと、強制できないことになる。

個人と国の関係からはこの考え方が正しいように感じるが、まちや都市の寿命、国の寿

命は５００年以上２０００年、１万年と続くので、数百年に一度の地震で多くの建物が

使えなくなり取り壊されることでは、都市や国の継続性が確保できるとは言えない。レ

ジリエントな社会を作るためには、個人の寿命を超え、都市の寿命で個々の建物の強さ

を考えることが必要です。	
 

	
 

	
 一方、個人財産だからといって個人の判断で弱い建築を建てることは許されない。日

本国憲法第二十五条に「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有

する。」GHQ の素案では「In	
 all	
 spheres	
 of	
 life,	
 laws	
 shall	
 be	
 designed	
 for	
 the	
 

promotion	
 and	
 extension	
 of	
 social	
 welfare,	
 ,	
 ,	
 ,	
 」と書かれ、友人が訪ねてくる

かもしれない個人の住宅でも最低限の耐震性は必要である。もちろん、多くの人々が集

まる建築物が地震により倒壊することを許すわけにはいかない。数百年に一度の大地震

でも建物の倒壊は起こさせないことが最低限求められている。	
 

	
 

	
 近年の地震災害を経験し、日本国憲法にもとずく建築基準法が最低基準であることは

一般市民にも伝わり、このままでは安全な建築やまち、安心して暮らせる社会は構築で

きないと多くの人が気づいている。１９８０年頃から、従来の建設費とほぼ同額で建設

できるならば、さらに高い耐震性を持つ建築物、例えば、免震構造や制振構造によって

建築を建てようとする動きが強まっている。これらは明らかに建築基準法のレベルを超

える性能を発揮する。	
 

	
 中国の耐震基準では、地震学の知見だけでなく大都市の重要性を考慮して、北京（烈

度８）は周辺（烈度７）より 1 ランク上、上海（烈度７）も周辺（烈度６）より 1 ラン

ク上の耐震性をもたせている。日本では、地震学にもとずいて耐震基準は決められてお

り、大都市の建築群を特に丈夫に作ろうとする考えはない。一つの提案として、大都市

係数（例えば、１．２５倍、１．５倍など）を定義し、東京、大阪、名古屋などの建築・



土木構造物の耐震性を高めることが効果的であると考える。	
 

	
 このような背景のもと、大学の研究者と民間企業の耐震構造に関わる研究は新しい方

向に向けて盛んに行っている。例えば、日本の名だたる大学の研究者、民間では建築設

計事務所、施工会社、住宅メーカ、製鉄会社や杭メーカーなども含め、競争して研究が

進められ、日本建築学会、地盤工学会、地震工学会、日本鋼構造協会、日本コンクリー

ト工学会などへの論文投稿、特許取得などを通して互いに切磋琢磨しつつ研究は推進さ

れている。研究者、企業の研究者や技術者は、これらの動向を常に見ており、情報伝達

や研究成果の交流は順調に行われていると思われる。耐震構造の分野では、筋の良い新

しい技術は建築物や土木構造物に次々に応用されていくので、研究と実際の関係は健全

と言えます。	
 

	
 このように分野内の研究交流の状況は、どこでも同じように問題なく進んでいるのだ

と思われる。それぞれの分野の中にはよい競争があり、こられの成果は共有され、国際

的にも発表され、共同研究が行われることもあり、研究はますます進みます。筋の良い

研究成果は生き残り、筋の悪い研究成果は消えていくことになり、健全な競争が行われ、

優れたものは次々に実用化されていく。このように、一つの分野に限れば、研究情報は

十分に公開され交流していると言える。	
 

	
 

５）人々の欲望、社会の要求と防災・減災の難しさ	
 

	
 人々の欲望や社会の要求により、建築物の規模は大きくなり、要求水準も高くなるた

め、耐震工学に関する研究は絶え間なく続く。ただし、ここに起こる大きな問題は、限

られた分野の視野の狭い研究者や技術者が、鋭く先端を進めれば進めるほど、広い目で

見たときの安全性は増すことはなく、危険性を増長してしまうことにある。例えば、大

都市の沿岸地の埋め立てによる土地造成と超高層群の建設、渋谷・新宿などの交通の拠

点に集中して建設される超高層ビルなど、無理に高度な技術開発を適用しようとするこ

とは危険性を増長することを忘れてはならない。	
 

	
 「危険なことをするから、危険で満ち溢れた社会が構築」されるのであって、経済優

先で危険を増やすのはそろそろ止めて、日本全国度を上手に利用し、環境にも配慮した

無理のない平穏な社会を構築することに力を入れなければならない。	
 

	
 東日本大震災の直後、復旧復興のために重機が用いられたが、ガソリンや重油の不足

が起き、仕事が遅延した苦い経験がある。都市の規模（直径）を２倍にすると、面積は

４倍であるが、高層化も進むため、容量は８倍を超えるに違いない。ただし、被害のな

い周辺地域と接する外周の長さは２倍にしかならない。大都市には、多くの人が行き来

しているだけでなく、食料、水、電気、ガス、ガソリンや重油、日々の日用品、薬や医

療器具など多くのものが周辺の都市やまちで生産されて運び込まれている。大きな自然

災害はこれらの日常の便利さを一度に壊してしまう。我々専門家は想像力を働かせて、

日本の進めている方向に間違いがないか確認する必要があり、進む方向を変えさせる必



要がある。	
 

	
 

６）民主主義と防災	
 

	
 東日本大震災は未曾有の災害であることは間違いない。この復興の予算確保のため、

所得税の２．１％の復興特別税が平成２５年から平成４９年まで義務付けられている。

一般に次の大地震はどこで起こるかわからない。これに備えて全国の村やまちに隈なく

防災対策・減災対策を講じることは多額の資金が必要である。人々の普段の生活に関わ

る医療や社会保障への予算を減じてまで、防災対策・減災対策に力をかけることに市民

の同意を得るのは難しい。一方、全国の国民も、政治家や行政が起きてしまった大災害

の復興に力を注ぐことに、異論は起こさない。結果として、防災より復興に努力する社

会ができてしまい、大災害が絶えないことになります。起きてしまった災害からの復興

に比べ、事前に対策を講じておき災害の大きさそのものを減じる方が、人命が護られる

だけでなく、被害額を減じ、復旧や復興も容易になり、その地に投じる予算としては少

なく、総合的に効果的だと分かっていても、なかなか実施されない現状がある。本当に

豊かな国とは、全国津々浦々に防災を考えたまちや村が作られ、自然の環境も壊さない

国土形成を実現することにあると考える。	
 

	
 

以上	
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築
学
委
員
会
は
、
自
然
災

害
軽
減
の
た
め
の
分
野
横
断
的
な
取
り
組
み

の
必
要
性
を
強
く
感
じ
、
防
災
・
減
災
に
関

係
し
て
い
る
学
会
に
よ
び
か
け
、
２
０
１
１

年
５
月
に
「
東
日
本
大
震
災
の
総
合
対
応
に

関
す
る
学
協
会
連
絡
会
」（
以
降
、
学
協
会
連

絡
会
と
よ
ぶ
）
を
組
織
し
た
。

現
時
点
で
、
29
学
会
が
学
協
会
連
絡
会
に

参
画
し
て
お
り
、
日
本
学
術
会
議
の
会
員
に

よ
る
幹
事
会
と
合
わ
せ
て
、
30
学
会
連
携
と

称
し
て
い
る
。
参
加
学
会
は
、
土
木
学
会
、

日
本
建
築
学
会
、
日
本
機
械
学
会
、
日
本
地

震
学
会
、
日
本
都
市
計
画
学
会
、
農
業
農
村

工
学
会
、
日
本
集
団
災
害
医
学
会
（
Ｄ
Ｍ
Ａ

Ｔ
）、
日
本
地
域
経
済
学
会
な
ど
、
理
学
・

工
学
に
と
ど
ま
ら
ず
、
農
業
、
医
学
、
経
済

学
も
入
っ
た
多
様
な
構
成
と
な
っ
て
い
る
。

日
本
学
術
会
議
土
木
工
学
・
建
築
学
委
員

会
の
和
田
章
東
工
大
名
誉
教
授
、
依
田
照
彦

早
稲
田
大
教
授
が
中
心
と
な
り
、
同
委
員
会

の
田
村
和
夫
千
葉
工
大
教
授
、
浅
見
泰
司
東

京
大
学
教
授
、
目
黒
公
郎
東
京
大
学
教
授
と

私
が
幹
事
と
な
り
、
従
来
の
専
門
分
化
し
た

学
会
の
あ
り
方
を
見
直
し
、
学
会
間
の
本
質

的
な
議
論
と
交
流
を
深
め
る
べ
く
努
力
し
て

い
る
。

東
日
本
大
震
災
の
総
合
対
応
に
関
す
る
学
協
会

連
絡
会
　

〈
幹
事
会
〉
日
本
学
術
会
議 

土
木
工
学
・
建
築

学
委
員
会
、
学
際
連
携
分
科
会　
　

〈
参
加
学
会
〉

　

環
境
シ
ス
テ
ム
計
測
制
御
学
会
、
空
気
調
和
・

衛
生
工
学
会
、
計
測
自
動
制
御
学
会
、
こ
ど
も

環
境
学
会

　

砂
防
学
会
、
地
域
安
全
学
会
、
地
理
情
報
シ

ス
テ
ム
学
会
、
地
盤
工
学
会

　

土
木
学
会
、
日
本
応
用
地
質
学
会
、
日
本
火

災
学
会
、
日
本
活
断
層
学
会

　

日
本
機
械
学
会
、
日
本
計
画
行
政
学
会
、
日

本
建
築
学
会
、
日
本
原
子
力
学
会　

　

日
本
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
学
会
、
日
本
災
害
情

報
学
会
、
日
本
自
然
災
害
学
会
、
日
本
集
団
災

害
医
学
会

専
門
分
化
が
進
む
学
術
の
世
界

学
問
の
世
界
は
専
門
分
化
が
す
す
み
、
全

体
を
統
合
す
る
力
が
弱
く
な
っ
て
い
る
。
防

災
・
減
災
の
推
進
に
は
、
地
震
、
津
波
、
活

断
層
、
地
盤
、
耐
震
工
学
、
耐
風
工
学
、
火

災
、
防
災
計
画
、
救
急
医
療
、
防
災
教
育
な

ど
、
多
く
の
研
究
分
野
が
関
係
す
る
。

防
災
対
策
は
、専
門
分
野
の
枠
を
こ
え
て
、

理
工
系
だ
け
で
な
く
社
会
経
済
や
医
療
も
含

め
て
総
合
的
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。
地

域
の
特
性
を
踏
ま
え
て
、
行
政
や
企
業
・
町

内
会
な
ど
と
協
力
し
、
研
究
の
成
果
を
地
域

防
災
に
役
立
て
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
し

か
し
、
現
実
に
は
、
専
門
分
野
ご
と
に
研
究

は
進
ん
で
い
る
が
、
異
な
る
分
野
と
の
交
流

は
活
発
で
は
な
く
、
研
究
成
果
が
国
や
地
域

の
防
災
・
減
災
対
策
に
反
映
さ
れ
る
こ
と
は

少
な
い
の
が
実
態
で
あ
る
。

２
０
１
１
年
３
月
の
東
日
本
大
震
災
は
、

日
本
の
防
災
研
究
全
体
に
大
き
な
課
題
を
突

き
つ
け
た
。
自
然
は
人
智
を
こ
え
た
災
害
を

も
た
ら
す
。
東
日
本
大
震
災
は
、
専
門
ご
と

の
縦
割
り
で
は
対
応
で
き
な
い
災
害
で
あ
っ

た
。
縦
割
り
は
、
ど
の
分
野
も
カ
バ
ー
し
な

い
領
域
、
つ
ま
り
隙
間
を
生
む
。
自
然
の
脅

威
は
人
間
の
側
の
抜
け
落
ち
を
容
赦
し
な
い
。

た
と
え
ば
、
土
木
や
建
築
分
野
で
は
地
震

の
揺
れ
に
対
し
て
は
世
界
一
流
の
耐
震
工
学

が
あ
る
が
、大
き
な
津
波
は
想
定
外
だ
っ
た
。

自
然
災
害
か
ら
の
知
見
活
用
へ

30
学
会
連
携

～�

専
門
ご
と
の「
縦
割
り
」を
超
え
て
、国
民
の
生
命
と

国
土
を
護
る
情
報
発
信
～

日本学術会議・東日本大震災の
総合対応に関する学協会連絡会幹事
慶応義塾大学先導研究センター
特任教授

米田 雅子

よ
ね
だ
・
ま
さ
こ

１
９
５
６
年
、
山
口
県
生
ま
れ
。
お
茶
の
水
女
子
大
学
数
学
科
卒
。
東

京
大
学
よ
り
博
士
（
環
境
）
取
得
。
新
日
本
製
鐵
、東
京
大
学
研
究
員
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
役
員
を
経
て
、
２
０
０
７
年
よ
り
現
職
。
現
在
、
日
本
学

術
会
議
連
携
会
員
、
建
設
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
倶
楽
部
代
表
。
建
設
業
、

農
林
業
、
森
林
再
生
、
防
災
、
地
方
公
共
政
策
等
で
、
現
場
主
義
の
分

野
横
断
的
な
研
究
を
行
う
。
著
書
に
「
縦
割
り
を
こ
え
て
日
本
を
元
気

に
」（
中
央
公
論
新
社
）
等
。
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共
同
声
明
を
政
府
に
手
交

こ
れ
ら
の
活
動
の
成
果
に
は
、
12
年
５
月

10
日
に
発
表
し
た
「
三
十
学
会
・
共
同
声
明 

国
土
・
防
災
・ 

減
災
政
策
の
見
直
し
に
向
け

て
」
が
あ
る
。
こ
の
共
同
声
明
は
、
異
な
る

分
野
の
す
べ
て
の
学
会
の
理
事
会
に
承
認
さ

れ
た
総
意
の
文
章
で
あ
る
。
学
会
の
代
表
が

集
ま
り
、
国
土
交
通
大
臣
、
内
閣
府
防
災
担

当
大
臣
、
文
部
科
学
副
大
臣
に
共
同
声
明
を

手
交
し
た
。
そ
の
全
文
を
掲
載
す
る
（
次
ペ

ー
ジ
）。
こ
の
共
同
声
明
を
発
し
て
か
ら
ほ

ぼ
３
年
が
過
ぎ
た
が
、
国
の
方
針
や
政
策
、

学
協
会
の
活
動
に
影
響
を
与
え
た
面
が
多
分

に
あ
る
と
思
う
。

大
震
災
経
験
の
国
際
的
共
有
を

め
ざ
し
て

２
０
１
４
年
11
月
に
は
、
学
術
フ
ォ
ー
ラ

ム
「
東
日
本
大
震
災
・
阪
神
大
震
災
の
経
験

を
国
際
的
に
ど
う
生
か
す
か
」を
開
催
し
た
。

こ
れ
は
、
国
連
防
災
世
界
会
議
（
２
０
１
５

年
３
月
、
仙
台
市
）、
世
界
工
学
会
議
（
２

０
１
５
年
11
月
、
京
都
市
）
に
先
立
ち
、
わ

が
国
の
防
災
・
減
災
に
関
連
す
る
諸
学
会
、

お
よ
び
社
会
経
済
や
医
学
等
の
幅
広
い
分
野

の
学
者
が
集
ま
り
、
東
日
本
大
震
災
・
阪
神

大
震
災
を
は
じ
め
と
す
る
こ
れ
ま
で
の
自
然

災
害
か
ら
得
ら
れ
た
知
見
を
、世
界
の
防
災
・

減
災
に
ど
う
活
か
し
て
い
く
べ
き
か
を
、
分

野
の
壁
を
越
え
て
議
論
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。

こ
の
成
果
と
し
て
、
30
学
会
の
理
事
会
の

承
認
を
得
て
、
英
文
の
共
同
声
明
「Global 
sharing of the findings from

 the Past 
Great Earthquake D

isasters in Japan

」

を
発
出
す
る
と
と
も
に
、学
協
会
に
所
属
す
る

各
学
会
の
大
震
災
に
関
す
る
取
り
組
み
と
国

際
的
な
活
動
を
紹
介
す
る
冊
子
を
作
成
し
た
。

共
同
声
明
に
は
、
科
学
技
術
へ
の
過
信
を

反
省
し
、
専
門
分
野
を
異
に
す
る
学
会
が
学

際
的
な
連
携
を
強
め
つ
つ
防
災
・
減
災
を
検

討
す
る
と
と
も
に
、
東
日
本
大
震
災
で
の
経

験
を
国
際
的
に
活
か
す
た
め
に
、
次
の
８
つ

に
学
会
が
取
り
組
む
こ
と
を
宣
言
し
て
い
る
。

１　

科
学
技
術
を
過
信
せ
ず
、
人
智
を
越
え

る
自
然
災
害
に
向
い
合
い
、
真
摯
に
研
鑽
を

積
む

２　

大
震
災
に
お
け
る
経
験
を
国
際
的
に
広

め
、
世
界
の
災
害
の
軽
減
に
寄
与
す
る　

３　

自
然
災
害
の
軽
減
と
持
続
可
能
な
社
会

を
め
ざ
し
て
、
学
際
連
携
の
活
動
を
広
げ
る

４　

日
本
を
含
む
世
界
各
地
の
地
域
防
災
に

役
立
つ
具
体
策
を
学
際
連
携
で
生
み
出
す

５　

国
際
協
力
を
進
め
、
地
球
観
測
体
制
と

国
際
的
な
人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
強
化
す
る

６　

従
来
の
想
定
を
こ
え
る
巨
大
災
害
に
対

し
て
、
被
害
を
軽
減
す
る
減
災
対
策
に
挑
戦

す
る

７　

大
震
災
の
経
験
を
国
際
的
に
共
有
し
、

国
内
外
で
活
躍
で
き
る
研
究
者
の
育
成
に
取

り
組
む

８　

自
助
、
共
助
、
公
助
の
防
災
対
策
の
充

実
と
そ
の
積
極
的
な
啓
発
活
動
を
展
開
す
る

２
０
１
５
年
３
月
の
国
連
防
災
世
界
会

議
、
５
月
の
ア
ジ
ア
学
術
会
議
、
11
月
の
世

　

日
本
地
震
学
会
、
日
本
地
震
工
学
会
、
日
本

地
す
べ
り
学
会
、
日
本
造
園
学
会

　

日
本
地
域
経
済
学
会
、
日
本
都
市
計
画
学
会
、

日
本
水
環
境
学
会
、
農
業
農
村
工
学
会
、
廃
棄

物
資
源
循
環
学
会

連
続
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
十
回
開
催

２
０
１
１
年
12
月
か
ら
14
年
11
月
ま
で

に
、
日
本
学
術
会
議
の
講
堂
に
お
い
て
、
日

本
学
術
会
議
と
学
協
会
連
絡
会
は
、「
巨
大

災
害
か
ら
生
命
と
国
土
を
護
る
―
30
学
会
か

ら
の
発
信
」（
下
記
）
を
テ
ー
マ
に
し
て
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム
と
学
術
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
合
わ
せ
て

十
回
開
催
し
た
。
災
害
リ
ス
ク
の
高
ま
り
つ

つ
あ
る
日
本
が
直
面
し
て
い
る
重
大
な
課
題

を
正
面
か
ら
取
り
上
げ
議
論
し
て
き
た
。
こ

の
う
ち
の
８
回
、
９
回
、
10
回
は
、
30
学
会

の
会
長
が
勢
揃
い
し
活
発
な
議
論
を
展
開
し

た
。
異
な
る
分
野
を
代
表
す
る
学
識
者
の
討

論
は
話
題
を
よ
び
、講
堂
は
満
席
と
な
っ
た
。

連
続
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム　

巨
大
災
害
か
ら
生
命

と
国
土
を
護
る
―
30
学
会
か
ら
の
発
信

第
１
回
：
今
後
考
え
る
べ
き
ハ
ザ
ー
ド
（
地

震
動
、津
波
等
）と
規
模
は
何
か�

11
年
12
月

第
２
回
：
大
災
害
の
発
生
を
前
提
と
し
て
国

土
政
策
を
ど
う
見
直
す
か�

12
年
１
月

第
３
回
：
減
災
社
会
を
ど
う
実
現
す
る
か

12
年
２
月

第
４
回
：
首
都
直
下
・
東
海
・
東
南
海
・
南
海

等
の
地
震
に
今
ど
う
備
え
る
か　

12
年
５
月

第
５
回
：
大
震
災
を
契
機
に
地
域
・
ま
ち
づ

く
り
を
考
え
る�

12
年
６
月

第
６
回
：
原
発
事
故
か
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

を
ど
う
建
て
直
す
か�

12
年
７
月

第
７
回
：
大
震
災
を
契
機
に
国
土
づ
く
り
を

考
え
る�

12
年
８
月

第
８
回
：
第
１
回
か
ら
第
７
回
ま
で
の
総
括

学
術
フ
ォ
ー
ラ
ム�

12
年
11
月

第
９
回
：
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
学
界
は
い
か

に
向
き
合
う
か�

13
年
12
月

第
10
回
：
東
日
本
大
震
災
・
阪
神
大
震
災
等

の
経
験
を
国
際
的
に
ど
う
活
か
す
か

　

14
年
11
月

連続シンポジウム（第8回）の会場写真とプログラム（2012年11月29日）
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界
工
学
会
議
で
、共
同
声
明
や
冊
子
を
発
表
・

配
布
す
る
予
定
で
あ
る
。

日
本
学
術
会
議
に
よ
る
　
　
　

科
学
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

日
本
学
術
会
議
（
大
西
隆
会
長
）
は
、
わ

が
国
の
人
文
・
社
会
科
学
、
生
命
科
学
、
理

学
・
工
学
の
全
分
野
の
約
84
万
人
の
科
学
者

を
内
外
に
代
表
す
る
内
閣
府
の
特
別
の
機
関

で
、
２
１
０
人
の
会
員
と
約
２
０
０
０
人
の

連
携
会
員
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
役
割

は
、
政
府
に
対
す
る
政
策
提
言
、
国
際
的
な

活
動
、
科
学
者
間
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
、

科
学
の
役
割
の
世
論
啓
発
等
で
あ
る
。

日
本
に
は
学
会
が
多
数
あ
る
が
、
日
本
学

術
会
議
が
協
力
学
術
研
究
団
体
と
し
て
認
定

し
た
「
学
会
」
は
約
２
０
０
０
。
学
術
会
議

は
、国
内
の
学
会
の
連
携
を
図
る
と
と
も
に
、

国
際
的
な
学
術
団
体
と
の
連
携
を
は
か
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。私
は
連
携
会
員
で
、

こ
れ
ま
で
学
際
的
な
研
究
が
多
か
っ
た
た

め
、「
東
日
本
大
震
災
の
総
合
対
応
に
関
す

る
学
協
会
連
絡
会
」
の
幹
事
に
な
っ
た
。

専
門
超
え
た
現
場
の
総
合
力
必
要

連
続
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
テ
ー
マ
設
定
に
あ

た
り
、
防
災
に
関
連
す
る
学
会
の
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
東
日
本
大
震
災
関

係
の
調
査
や
提
言
を
読
ん
だ
。
そ
し
て
、
こ

ん
な
に
も
多
岐
に
わ
た
り
多
く
の
研
究
者
に

よ
り
、
多
様
な
研
究
が
進
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
に
、
改
め
て
驚
か
さ
れ
た
。

一
方
、
地
域
の
防
災
・
減
災
の
最
前
線
と

な
る
市
町
村
で
は
、
合
併
で
面
積
が
大
幅
に

拡
大
し
た
が
、人
員
削
減
で
職
員
数
が
減
り
、

防
災
担
当
部
局
の
職
員
数
は
大
幅
に
不
足
し

て
い
る
。
財
政
の
厳
し
い
自
治
体
が
多
く
、

予
算
も
限
ら
れ
て
い
る
。
地
域
防
災
の
現
場

で
、
数
多
く
の
専
門
分
野
ご
と
に
書
か
れ
る

論
文
の
知
見
が
そ
の
ま
ま
活
か
さ
れ
る
と
は

思
え
な
い
。

若
手
の
研
究
者
は
、
自
分
の
専
門
以
外
の

防
災
・
減
災
の
取
り
組
み
の
実
態
を
知
ら
な

い
ま
ま
、
論
文
を
書
き
、
研
究
室
と
学
会
、

専
門
分
野
の
国
際
学
会
で
論
文
を
発
表
し
て

い
る
。
終
身
雇
用
で
は
な
く
、
有
期
雇
用
で

評
価
さ
れ
る
こ
と
の
多
い
若
手
に
と
っ
て

は
、
と
に
か
く
論
文
を
か
く
こ
と
が
重
要
に

な
っ
て
い
る
。

分
野
ご
と
の
研
究
が
深
化
し
て
も
、
地
域

の
防
災
・
減
災
対
策
は
進
ま
な
い
。
学
協
会

連
絡
会
の
幹
事
は
、
地
域
を
特
定
し
て
、
異

な
る
分
野
の
研
究
者
が
共
同
で
、
現
地
に
あ

る
各
種
の
制
約
の
も
と
で
、
防
災
・
減
災
を

研
究
し
実
践
す
る
場
を
設
け
る
こ
と
を
提
言

し
て
い
る
。
防
災
・
減
災
の
よ
う
な
実
学
的

な
分
野
で
は
、
現
場
に
即
し
て
活
動
し
、
研

究
者
の
総
合
力
や
現
場
実
現
力
を
高
め
る
こ

と
が
必
要
で
あ
る
。

日
本
列
島
の
地
震
活
動
が
活
発
化
し
て
、

南
海
ト
ラ
フ
地
震
や
首
都
直
下
地
震
の
発
生

が
危
惧
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
の
研
究
成

果
を
い
か
し
て
、
次
の
巨
大
災
害
に
そ
な
え

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め
に
、
学
会

横
断
的
な
取
り
組
み
や
、
現
場
で
の
総
合
力

を
養
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

三
十
学
会
・
共
同
声
明
　 

国
土
・
防
災
・
減

災
政
策
の
見
直
し
に
向
け
て

　

東
日
本
大
震
災
以
降
、
中
央
防
災
会
議
、
内

閣
府
、
国
土
交
通
省
、
文
部
科
学
省
等
を
中
心

に
、
政
府
は
大
地
震
・
大
津
波
に
対
す
る
対
策

に
全
力
を
傾
注
し
て
い
る
。
こ
れ
を
受
け
て
、

東
日
本
大
震
災
の
総
合
対
応
に
関
す
る
学
協
会

連
絡
会
は
、「
巨
大
災
害
か
ら
生
命
と
国
土
を

護
る
―
24
学
会
か
ら
の
発
信
」
連
続
シ
ン
ポ
ジ

ウ
ム 

（
全
８
回
の
う
ち
１
回
か
ら
３
回
）
を
開

催
し
、
学
会
の
壁
を
越
え
て
本
質
的
な
議
論
を

展
開
し
て
き
た
。
こ
れ
ら
の
議
論
に
基
づ
き
学

協
会
連
絡
会
は
、
大
災
害
か
ら
国
民
の
生
命
と

国
土
を
護
る
こ
と
を
期
し
て
、
政
府
に
、
次
の

方
針
を
国
土
・
防
災
・
減
災
政
策
に
盛
り
込
む

こ
と
を
要
望
す
る
。

１
． 

首
都
直
下
、
東
海
・
東
南
海
・
南
海
地

震
等
の
巨
大
地
震
が
、
日
本
の
政
治
・
経
済
・

社
会
の
根
底
を
揺
る
が
す
こ
と
の
な
い
よ
う

に
、
被
害
を
軽
減
す
る
実
効
性
の
あ
る
総
合
的

な
防
災
・
減
災
政
策
に
全
力
を
傾
け
る
こ
と
。 

巨
大
災
害
の
発
災
お
よ
び
復
旧
の
非
常
時
に
お

い
て
は
、
国
家
の
責
任
の
も
と
で
、
機
動
力
の

あ
る
特
例
的
な
対
応
が
取
れ
る
よ
う
法
制
度
の

整
備
を
含
め
準
備
を
し
て
お
く
こ
と
。

２
．
従
来
、
政
府
の
検
討
対
象
か
ら
除
き
が
ち

で
あ
っ
た
低
頻
度
で
巨
大
、
あ
る
い
は
甚
大
な

震
災
に
つ
い
て
、 

有
効
な
対
策
の
有
無
に
関
わ

ら
ず
検
討
対
象
と
し
て
と
り
あ
げ
る
こ
と
。
情

報
公
開
に
よ
り
、
地
震
研
究
と
国
土
・ 

防
災
・

減
災
政
策
の
連
携
を
促
進
し
、
総
合
的
で
抜
け

落
ち
の
な
い
対
策
を
目
指
す
こ
と
。

３
．
今
後
想
定
さ
れ
る
ハ
ザ
ー
ド
に
つ
い
て
、

常
に
柔
軟
性
を
持
た
せ
、
想
定
を
上
回
る
規
模

の
ハ
ザ
ー
ド
も
起
こ
り
う
る
と
い
う
前
提
に
た

ち
、
国
土
計
画
・
都
市
計
画
・
防
災
減
災
計
画

を
検
討
す
る
こ
と
。産
学
官
の
英
知
を
結
集
し
、

国
民
が
検
討
の
経
過
や
結
果
を
広
く
共
有
す
る

た
め
の
基
盤
を
整
備
し
、
継
続
的
に
維
持
・
更

新
し
て
い
く
こ
と
。

４
．
数
十
年
〜
百
数
十
年
に
一
度
の
頻
度
で
起

き
る
大
災
害
に
は
、
構
造
の
強
化
・
施
設
の
整

備
に
よ
る
防
災
政
策
で
対
処
す
る
こ
と
。
数
百

年
〜
千
年
に
一
度
の
頻
度
で
起
き
る
巨
大
災
害

に
は
、
人
命
の
犠
牲
を
最
小
に
す
る
べ
く
、
避

難
設
備
の
整
備
と
避
難
教
育
の
充
実
を
組
み
合

わ
せ
た
総
合
的
な
減
災
政
策
で
対
処
す
る
こ

と
。

５
．
災
害
の
多
い
我
が
国
の
歴
史
と
東
日
本
大

震
災
の
教
訓
を
も
と
に
、
古
来
の
災
害
履
歴
を

踏
ま
え
た
、
リ
ス
ク
分
析
を
行
う
こ
と
に
よ
っ

て
、
よ
り
安
全
な
場
所
へ
の
居
住
や
産
業
の
立

地
誘
導
を
図
る
こ
と
。
地
域
の
歴
史
・ 

風
土
・

自
然
環
境
を
踏
ま
え
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
と
地

域
減
災
計
画
を
立
案
し
、
継
続
的
な
教
育
や
準

備
に
よ
り
日
常
防
災
を
実
現
す
る
こ
と
。

６
．
人
口
減
少
・
高
齢
化
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
、

国
家
財
政
の
厳
し
さ
等
を
踏
ま
え
、
地
方
と
共

に
中
長
期
的
な
国
土
総
合
計
画
を
作
成
し
、
国

民
に
周
知
す
る
こ
と
。
国
土
総
合
計
画
は
、
国

土
計
画
、
都
市
計
画
、
農
山
漁
村
計
画
、
防
災
・

減
災
計
画
等
が
総
合
的
に
検
討
さ
れ
る
も
の
で

あ
り
、
太
平
洋
軸
と
日
本
海
軸
の
相
互
バ
ッ
ク

ア
ッ
プ
体
制
の
確
保
な
ど
も
含
め
、
日
本
列
島

の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
の
観
点
を
も
つ
こ
と
。

以
上
、
政
府
へ
の
要
望
を
述
べ
て
き
た
が
、
学

術
の
世
界
に
お
い
て
も
、
学
会
が
そ
れ
ぞ
れ
専

門
分
野
に
分
か
れ
て
検
討
す
る
の
で
は
な
く
、

学
会
の
壁
を
越
え
て
議
論
し
、
総
合
的
に
よ
り

良
い
方
向
を
見
い
だ
す
努
力
か
が
重
要
で
あ

る
。
当
学
協
会
連
絡
会
は
、
従
来
の
縦
割
り
の

弊
害
を
見
直
し
、
学
会
間
の
連
携
を
深
め
、
国

土
・
防
災
・ 

減
災
政
策
に
関
す
る
諸
課
題
に
取

り
組
む
決
意
で
あ
る
。（
２
０
１
２
年
５
月
10

日
発
表
）
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           三十学会・共同声明  

 

国土・防災・減災政策の見直しに向けて 

- 巨大災害から生命と国土を護るために - 

      

 

 
 

 

 

 

 

平成24年（2012年）5月10日 

 

 

東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会 

 

 環境システム計測制御学会  空気調和・衛生工学会 

 こども環境学会        砂防学会 

 地域安全学会 地理情報システム学会 

 地盤工学会 土木学会         

        日本応用地質学会     日本火災学会 

 日本活断層学会 日本機械学会  

        日本計画行政学会 日本建築学会        

 日本原子力学会 日本コンクリート工学会 

 日本災害情報学会 日本自然災害学会 

 日本集団災害医学会       日本森林学会  

 日本地震学会 日本地震工学会  

 日本地すべり学会 日本造園学会            

 日本地域経済学会 日本都市計画学会     

 日本水環境学会 農業農村工学会    

 廃棄物資源循環学会 
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 この声明は、東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会が中心となり、連続シンポジウ

ム「巨大災害から生命と国土を護るー２４学会からの発信」を開催し、議論を行い、その成果をも

とに作成したものである。全８回の連続シンポジウムのうち、１回から３回のシンポジウムのテーマ

は以下のとおりである。 

 

  第１回「今後考えるべきハザード（地震動、津波等）は何か」 平成23年12月6日  別紙１ 

  第２回「大災害の発生を前提にして国土政策をどう見直すか」 平成24年1月18日  別紙２ 

  第３回「減災社会をどう実現するか」                  平成24年2月29日  別紙３ 
   （連続シンポジウムは全８回の予定。最終回の第８回で学会長による総括討論を行う） 

 

 

 

 

東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会 

 

 学協会連絡会議長      和田 章    日本学術会議 土木工学・建築学委員会委員長 

 

 環境システム計測制御学会会長田中 宏明 空気調和・衛生工学会会長 坂本 雄三 

 こども環境学会会長  小澤 紀美子   砂防学会会長 鈴木 雅一 

  地域安全学会会長  重川 希志依 地理情報システム学会会長 吉川 眞 

 地盤工学会会長  日下部 治 土木学会会長  山本 卓朗 

  日本応用地質学会会長  千木良 雅弘   日本火災学会会長    佐藤 研二 

 日本活断層学会会長 島崎 邦彦 日本機械学会会長 金子 成彦 

  日本計画行政学会長  大西 隆 日本建築学会会長  和田 章（再掲） 

 日本原子力学会会長 田中 知 日本コンクリート工学会会長 桝田 佳寛 

  日本災害情報学会会長 河田 惠昭 日本自然災害学会会長  中川 一 

  日本集団災害医学会会長  山本 保博 日本森林学会会長  井出 雄二 

 日本地震学会会長 平原 和朗  日本地震工学会会長  川島 一彦 

  日本地すべり学会長 鵜飼 恵三 日本造園学会会長  増田 昇  

 日本地域経済学会会長 岡田 知弘 日本都市計画学会会長  岸井 隆幸 

  日本水環境学会会長 中島 淳 農業農村工学会会長  河地 利彦 

 廃棄物資源循環学会会長 酒井 伸一 （学協会連絡会を含めて３０学会） 
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三十学会・共同声明 

 

 東日本大震災以降、中央防災会議、内閣府、国土交通省、文部科学省等を中心に、政府は大

地震・大津波に対する対策に全力を傾注している。これを受けて、東日本大震災の総合対応に関

する学協会連絡会は、「巨大災害から生命と国土を護る-２４学会からの発信」連続シンポジウム

（全８回のうち１回から３回）を開催し、学会の壁を越えて本質的な議論を展開してきた。これらの

議論に基づき学協会連絡会は、大災害から国民の生命と国土を護ることを期して、政府に、次の

方針を国土・防災・減災政策に盛り込むことを要望する。  

 

１. 首都直下、東海・東南海・南海地震等の巨大地震が、日本の政治・経済・社会の根底を揺るが

すことのないように、被害を軽減する実効性のある総合的な防災・減災政策に全力を傾けること。

巨大災害の発災および復旧の非常時においては、国家の責任のもとで、機動力のある特例的な

対応が取れるよう法制度の整備を含め準備をしておくこと。 

 

２．従来、政府の検討対象から除きがちであった低頻度で巨大、あるいは甚大な震災について、

有効な対策の有無に関わらず検討対象としてとりあげること。情報公開により、地震研究と国土・

防災・減災政策の連携を促進し、総合的で抜け落ちのない対策を目指すこと。 

 

３．今後想定されるハザードについて、常に柔軟性を持たせ、想定を上回る規模のハザードも起こ

りうるという前提にたち、国土計画・都市計画・防災減災計画を検討すること。産学官の英知を結

集し、国民が検討の経過や結果を広く共有するための基盤を整備し、継続的に維持・更新してい

くこと。 

 

４. 数十年~百数十年に一度の頻度で起きる大災害には、構造の強化・施設の整備による防災

政策で対処すること。数百年~千年に一度の頻度で起きる巨大災害には、人命の犠牲を最小に

するべく、避難設備の整備と避難教育の充実を組み合わせた総合的な減災政策で対処すること。 

 

５. 災害の多い我が国の歴史と東日本大震災の教訓をもとに、古来の災害履歴を踏まえた、リス

ク分析を行うことによって、より安全な場所への居住や産業の立地誘導を図ること。地域の歴史・

風土・自然環境を踏まえたハザードマップと地域減災計画を立案し、継続的な教育や準備により日

常防災を実現すること。 

 

６. 人口減少・高齢化、エネルギー問題、国家財政の厳しさ等を踏まえ、地方と共に中長期的な国

土総合計画を作成し、国民に周知すること。国土総合計画は、国土計画、都市計画、農山漁村計

画、防災・減災計画等が総合的に検討されるものであり、太平洋軸と日本海軸の相互バックアップ

体制の確保なども含め、日本列島のグランドデザインの観点をもつこと。 

 

 以上、政府への要望を述べてきたが、学術の世界においても、学会がそれぞれ専門分野に分か

れて検討するのではなく、学会の壁を越えて議論し、総合的により良い方向を見いだす努力が重

要である。当学協会連絡会は、従来の縦割りの弊害を見直し、学会間の連携を深め、国土・防災・

減災政策に関する諸課題に取り組む決意である。          
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東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会 幹事 

 

 浅岡 顕  名古屋大学名誉教授 池田駿介 東京工業大学名誉教授 

 岩楯敞広 首都大学東京名誉教授 清野純史 京都大学教授 

 小玉乃理子 前早稲田大学准教授  小長井一男 東京大学教授 

 仙田 満  放送大学教授 田村和夫   千葉工業大学教授 

 濱田政則  早稲田大学教授 林 春男   京都大学教授 

 中林一樹 明治大学特任教授 中埜良昭    東京大学教授 

 目黒公郎 東京大学教授  依田照彦 早稲田大学教授 

 米田雅子   慶應義塾大学特任教授       

 

東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会 実務担当者・連続シンポWG担当 

 

 環境システム計測制御学会 中里卓治 早稲田邦夫   

 空気調和・衛生工学会 田辺新一 笠原 勲 米田千瑳夫  

 こども環境学会  中山 豊     

 砂防学会 川邊 洋 

  地域安全学会  牧 紀男 田中 聡  

 地理情報システム学会 寺木彰浩 土居原 健   

 地盤工学会  岸田隆夫 古関潤一 大林 淳  

 土木学会  大西博文 竹田 廣  

  日本応用地質学会  野村文明   

 日本火災学会    山田常圭 

 日本活断層学会 宇根 寛   

 日本機械学会 白鳥正樹 福澤清和  

  日本建築学会 長谷見雄二 新宮清志 真木康守 

 日本原子力学会 宮野 廣    

 日本コンクリート工学会 小林茂広 河井 徹 井上和久 

  日本災害情報学会 田中 淳 秦 康範    

 日本自然災害学会  目黒公郎（再掲）  

  日本集団災害医学会  小井土雄一   

 日本森林学会  大手信人 

 日本地震学会 田所敬一 石川有三  

 日本地震工学会  小長井一男（再掲）鴫原 毅 

 日本地すべり学会 後藤 聡 

  日本造園学会  下村彰男    

 日本地域経済学会 鈴木 誠 池島祥文  

 日本都市計画学会  後藤春彦   

 日本水環境学会 古米弘明 福士謙介  

 農業農村工学会  青山咸康 菊辻 猛    

 廃棄物資源循環学会 森口祐一 











	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
 
防災学術連携体  Japan Academic Network for Disaster Reduction         

                   2015 年 12 月まで東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会として活動	
 

	
 

防災減災・災害復興に関わる学会のネットワーク 

日本学術会議	
 環境システム計測制御学会	
 空気調和・衛生工学会	
 

計測自動制御学会	
 こども環境学会	
 砂防学会	
 	
 

地域安全学会	
 地理情報システム学会	
 地盤工学会	
 	
 

土木学会	
 日本応用地質学会	
 日本火災学会	
 	
 

日本活断層学会	
 日本機械学会	
 日本計画行政学会	
 	
 

日本建築学会	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 日本原子力学会	
 日本コンクリート工学会	
 	
 

日本災害情報学会	
 日本自然災害学会	
 日本集団災害医学会	
 	
 

日本地震学会	
 日本地震工学会	
 日本地すべり学会	
 	
 

日本造園学会	
 日本地域経済学会	
 日本地球惑星科学連合	
 	
 

日本都市計画学会	
 日本水環境学会	
 農業農村工学会	
 	
 	
 

廃棄物資源循環学会	
 今後、複数の学会が加入予定	
 

	
 

	
 

	
 

（目的）日本及び世界の自然災害に対する防災減災を進め、より良い災害復興を進めるために、日本学術

会議を要として、防災減災に関わる学会が集まり、平常時から相互理解と連携を図ると共に、大災

害発生の緊急時には学会間の連絡網となるべく備える。学術連携を図ることで、より総合的な視点

をもった防災減災研究の向上発達をめざす。	
 

（活動）日本学術会議と連携して次の事業を行う。	
 

	
 	
 (1)	
 毎年１回シンポジウムを開催し、平常時の学会間の連携の促進を図る。	
 

	
 	
 (2)	
 自然災害による大災害の緊急時に、学会間の緊急の連絡網となるべく備えると共に、	
 

	
 	
 	
 	
 政府・自治体・関係機関との緊密な連絡が取れるように備える。	
 

	
 	
 (3)	
 学会間の交流をすすめ、より総合的な視点をもつ若手研究者を育てる。等	
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（設立の経緯） 
	
   	
 防災対策には、地震、津波、活断層、地盤、耐震工学、耐風工学、火災、防災計画、救急医療、防

災教育など、多くの研究分野が関係する。これらの研究は年々専門分化がすすみ、全体を統合する

力が弱くなり、今後の防災・減災の推進には、専門分野の枠を超えた総合的な取組みが必要である。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 東日本大震災を契機に、日本学術会議の土木工学・建築学委員会が幹事役となり「東日本大震災の

総合対応に関する学協会連絡会」を平成 23 年に設立し、30 学会による学際連携を進めてきた。その

成果には、連続シンポジウム 10 回開催、政府の防災政策に関する 30 学会共同声明、世界の防災に

関する英文の共同声明、各学会の取組みを紹介する日英併記の冊子等がある。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 日本列島の地震活動が活発化し、南海トラフ地震や首都直下地震の発生が危惧されると共に、地球

の気候変動による自然災害の増加が懸念されている。専門をこえた大きな取り組みにより、次の大

災害に備えなければならない。このため、学協会連絡会の後継組織として、自然災害全体の防災を

目指して、より広い分野の学会の参画を得ながら、平成 28 年 1 月に「防災学術連携体」を創設する。	
 

	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 30 学会連携による連続シンポジウム（第 8 回）の会場写真とプログラム（2012 年 11 月 29 日）	
 

	
 

  	
 	
   
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 防災に関わる３０学会の代表と日本学術会議会員の幹事一同（2014 年 11 月 29 日）	
 	
 

	
 

	
 	
 	
 	
 防災学術連携体（2015 年 12 月まで東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会として活動）	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ホームページ	
 http://janet-dr.com	
 	
  



学問の分化と
これからの防災研究連携

和田 章

東京工業大学名誉教授

防災関連調査研究の戦略的推進ワーキンググループ 2015.9.15

東京電力福島第一原子力発電所

2015/9/15 和田 章



自然災害は何故無くならない？

人間のす
ること

自然

2015/9/15 和田 章

裏山側がコンクリートの擁壁となっている （撮影 益野英昌氏）

大津波と大火に襲われた
石巻市門脇小学校の北側校舎の裏の状況



自然災害は何故無くならない？

いつ襲う
か分から
ない自然
の猛威へ
の備え

人々の
日々の
生活

2015/9/15 和田 章

自動車は事故で壊れるが、
人の命は護る

15/07/25 和田 章 6



人々の命を護るが建物は壊れる？
都市には無数の建物があるのだが、、

15/07/25 和田 章 7

クライストチャーチ
2011年２月の地震前

Akira Wada



クライストチャーチ
2011年２月の地震の後

過度の集中と次の大震災過度の集中と次の大震災

高い“危険ポテンシャル”高い“危険ポテンシャル”

◆都市における強すぎる私権

◆都市が全国の自然に支えられている

ことを忘れている

◆全国一律の1950年の建築基準法

⇒大地震のとき、財産と機能の

維持は困難

都市A都市B 都市C都市D 都市E

一極集中

弱い構造

・・・・ ・・・・・・・・

2015/9/15 和田 章



災害に強い持続可能な都市と国災害に強い持続可能な都市と国

新しい技術による建築・
都市の構造強化

地方活性化と分散

新しい技術による建築・
都市の構造強化

地方活性化と分散

◆国は「公」のもの、私権の制限

◆集中を欧米並みに抑える

◆建築・インフラの

“ハード”を強くする免震・制振等

の開発・適用

◆災害を乗り越える“ソフト”

都市A都市F 都市D 都市B 都市C 都市E ・・・・

構造強化
分散

2015/9/15 和田 章

2015/9/15 和田 章 12

都市のボリューム

外周の長さ

外から支えられて生きている大都市



外から支えられて生きている大都市

2015/9/15 和田 章 13

ほぼ同じボリュームで4倍の外周長さ

自然

科学者・技術
者が議論した
こと

自然災害は何故無くならない？

2015/9/15 和田 章



西

過去

未来

北

東
南

2015/9/15

人々の思いと各専門家の思い

和田 章

日本の工学系学会の始まり

1879年

土木、電気、機械、造家、化学、鉱山、冶金

1922年

日本鉱業会、造家学会、電気学会、機械学会、

造船学会、土木学会、鉄鋼協会、照明学会、

電信電話学会、工業化学会、火兵学会、

暖房冷蔵協会

2015/9/15 和田 章



東日本大震災の総合対応に関する
学協会連絡会

環境システム計測制御学会、空気調和・衛生工学会、
こども環境学会、砂防学会、地域安全学会、
地理情報システム学会、地盤工学会、土木学会、
日本応用地質学会、日本火災学会、日本活断層学会、
日本機械学会、日本計画行政学会、日本建築学会、
日本原子力学会、日本コンクリート工学会、
日本災害情報学会、日本自然災害学会、
日本集団災害医学会、日本森林学会、日本地震学会、
日本地震工学会、日本地すべり学会、日本造園学会、
日本地域経済学会、日本都市計画学会、日本水環境学、
農業農村工学会、廃棄物資源循環学会

2015/9/15 和田 章

防災学術連携体

自然災害を対象として
・平常時の学会連携の促進、政府・社会との連携
・緊急時の学会間および政府・社会との連携

日
本
学
術
会
議

防
災
減
災
・
災
害
復
興
に
関
す
る
学
術
連
携
委
員
会

海外

学術組織
学協会

政府

中央省庁
自治体

関係機関
・・・

日本学術会議と連携して活動する

防災減災・復興に関わる学会ネットワーク

日本学術会議
環境システム計測制御学会 空気調和・衛生工学会
計測自動制御学会 こども環境学会 砂防学会
地域安全学会 地理情報システム学会 地盤工学会
土木学会 日本応用地質学会 日本火災学会
日本活断層学会 日本機械学会 日本計画行政学会
日本建築学会 日本原子力学会 日本コンクリート工学会
日本災害情報学会 日本自然災害学会 日本集団災害医学
日本地震学会 日本地震工学会 日本地すべり学会
日本造園学会 日本地域経済学会 日本地球惑星科学連合
日本都市計画学会 日本水環境学会 農業農村工学会
廃棄物資源循環学会 等

防災連携委員会
（各学会から防災連携委員）

幹事会

防災学術連携体の仕組と活動



極めて極めて稀な災害への対処

• Locations

国土計画、都市計画、交通、まち作り、建設地の選択、
建築の種類に応じた建設地、どこに暮らすか

• Structures

防波堤、防潮堤、堤防、道路、鉄道、建築物などの強さ

• Operations

地震学の研究、予測、警報、避難訓練、敏速な避難

• Risk transfer

国内に複数の工場を持つ、港湾施設、船舶、工場など
の被害を保険などによって分散する

日本建築学会北海道支部総会2012/6/30
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